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2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 1,072 1,140 1,071 1,037 975
採用予定者数 207 210 184 187 239

▼︎�受験者数等推移

求める教員像 「個性と国際性に富み，夢と志あふれる『人財』の育成」を目指し，主体的に学び続け自己を高める教員

出願期間 公開日　令和７年３月21日（金）　電子申請　令和７年５月８日（木）10:00～５月26日（月）17:00

試験日程

１次試験
　試験日　筆記：令和７年７月19日（土）　実技：令和７年７月20日（日）
　合格発表日　令和７年８月４日（月）
２次試験
　試験日　令和７年８月16日（土）～24日（日）の指定した日
　合格発表日　令和７年９月17日（水）

年齢制限 昭和39年４月２日以降に生まれた者。ただし，特別選考③は昭和51年４月２日以降に生まれた者

募集教科

［小］　［中］国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術，家庭，英語　［高］国語，地理歴史，公民，
数学，理科（物理，化学，生物，地学），保健体育，音楽，美術，書道，英語，家庭，情報，農業，商業，工業（機械，
電気，建築，土木，工業デザイン，工業化学），看護，福祉　［特］医療的ケア（自立活動）担当　（小）視覚障が
い領域，聴覚障がい領域，知的障がい・肢体不自由・病弱領域　（中高）視覚障がい領域，聴覚障がい領域，知
的障がい・肢体不自由・病弱領域　［特別支援学校自立教科］理療　［養］　［栄］

特記事項

■特別選考　①社会人を対象とした選考　ア．民間企業等で３年以上正規職員として勤務し，出願する教科
等に関する専門的な知識等を有する者は，１次の論文を免除。イ．指定教科の志願者で，特別免許状の取得条
件を満たす者は，１次の論文を免除。②本県での教職経験を有する者を対象とした選考又は現職教員を対象
とした選考　ア．介護等を理由に本県教員を退職した者は，１次を免除。イ．ア以外の理由で本県教員を退職
した者は，１次の論文を免除。ウ．国公立学校で２年以上の実勤務のある現職教員は，１次を免除。③スポーツ
特別選考　［中・高］保健体育志願者で，ア．令和２年４月１日以降に国際大会日本代表等の実績を有する者は，
１次を免除。イ．全国大会入賞等の実績を有する者は，１次の論文を免除。④臨時教員に係る特別選考　１次
の論文を免除。⑤大学・大学院推薦による特別選考　１次の論文を免除。⑥英語特別選考　［中・高］英語志願
者で，一定の要件を満たす者は，１次を免除。⑦令和５年度から令和７年度の選考審査結果による選考　３年
前からの試験の２次結果通知において特別選考⑦該当として通知を受けた者のうち，⑦ア，⑦イ該当者は１次
を免除，⑦ウ該当者は１次の論文を免除。■大学３年生等を対象とした選考　１次の全てを受験し，一定基準
を満たした者は，翌年度の１次の全てを免除。■採用候補者名簿（B）に登載された者を対象とした選考　前
年度試験の採用候補者名簿（B）登載者は，１次を免除。■身体に障がいのある者を対象とした選考　障がいの
種類・程度に応じた配慮を行う。

新規情報

■地方会場　１次試験に東京会場あり。■３年生受験　全校種対象。■秋試験　現職教員を対象。■初任給
大学卒で初任給269,135円，修士修了287,833円。給料月額，教職調整額，義務教育等教員特別手当の合計。
他に扶養手当，住居手当，へき地手当等が支給される。■初任者研修　初任者のメンタルケア，効果的な校内
研修体制の構築，教員としての必要な資質・能力を身につけるため明確な教員像を示すことに留意している。
■臨時的任用教員の研修　あり。■遠距離勤務　採用後10年の間にする義務がある。■懲戒処分の指針　
策定し，HPに公開している。教職員の不祥事を未然に防止することが目的。

面　積 4,147 ㎢
人　口 676,246人
県の花 すだちの花
県の木 やまもも
県の鳥 しらさぎ

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 1,987 526 30

不登校（人） 553 1,209 188

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　学習指導要領では，特別活動から5つの学校行事

を問う問題が出題された。

　生徒指導では，「生徒指導提要」が頻出である。今

年度は，「第3章 チーム学校による生徒指導体制」か

ら「3.6 生徒指導に関する法制度等の運用体制 3.6.1 

校則の運用・見直し」に関する問題が出題された。

　教育時事では，「教育振興基本計画」（2023年）

から「日本社会に根ざしたウェルビーイングの向上」

に関する問題が出題された。また，「『令和の日本型

学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可

能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学び

の実現～（答申）」（2021年）から「3．2020年代

を通じて実現すべき『令和の日本型学校教育』の姿 

(2)教職員の姿」を問う問題も出題されている。

　教育法規では教育基本法と地方公務員法（服務）

が頻出である。今年度は，教育基本法から第3条

（生涯学習の理念）の人格，機会，成果という語句

を問う問題と第13条（学校，家庭及び地域住民等

の相互の連携協力）に関する問題が出題された。ま

た地方公務員法から第34条（秘密を守る義務）に

関する問題が出題された。このほか，憲法第15条

や児童虐待防止法第2条，食育基本法の前文を問う

問題も出題されている。頻出の条文のキーワードを

押さえるとともに，どの条文がどの法令に対応する

のかも整理しておくことが重要である。

　教育心理ではさまざまな領域から出題されてお

り，今年度は心理療法（面接者と面接対象者との間

につくる親和的・共感的関係であるラポール），発

達（ギャングエイジ），学習（記憶の3段階）の理

解を問う問題がみられた。

　教育史のうち，西洋教育史ではドイツの教育家で

世界初の幼稚園を設立したフレーベル，フランス革

命期の思想家，数学者，啓蒙思想家で，1792年に

教育改革案を立法議会に提出したコンドルセを問う

問題が，日本教育史では女子教育家で，岩倉使節団

に同行した留学生の一人として渡米し，後に女子英

学塾を創立した津田梅子を解答させる問題が，それ

ぞれ出題された。

▶頻出の生徒指導提要
▶法規は教育基本法と地方公務員法（服務）
▶幅広い領域から出題される教育心理
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